
赤穂市正保橋町３番２６

戸建住宅地

中規模の一般住宅が
連たんする住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 30 30 戸建住宅地

-

１中専(60,200)

高齢化や人口減少等を背景に、住宅需要は弱く、空き家の増加が
懸念されている。

特に大きな変動要因は見られない。一般的要因等を背景に、住宅
地需要は弱含みである。

個別的要因に変動はない。

敷地規模が小さく経済合理性を有する収益物件の建築を想定できないため、収益還元法の適用は断念した。市場においては
自用目的の取引が中心であり、需要者は価格水準を指標に取引の意思決定を行うことが一般的であることから、市場性を反
映した比準価格の説得力は高い。従って、比準価格を標準に、標準地及び指定基準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記
の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

既成の住宅地域で、地域要因に大きな変動は見られないことから、今後も概ね現状のまま推移するものと予測する。千種川
東側は選好性が低下しており、地価は弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 48,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

47,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+2.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅南東方
3.4km

ＪＲ播州赤穂
3.4km

(8)

南5.5m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

187

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

47,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

47,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

99.8 ］

99.1［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

47,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+4.0

+19.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

59,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

125.0 ］

98.3［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 6日 正常価格

令和 6年 7月 3日令和 6年 7月 1日

8,960,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 47,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

38,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね赤穂市及び周辺市町の住宅地域である。主な需要者は同一需給圏内の一次取得者や買い替え取得者も見ら
れるが、圏外からの転入者は少ない。同一需給圏内においては、新規の住宅地供給のほか既存住宅の処分も多いためやや供
給過多となっており、特に千種川東側の既成住宅地域の需要は弱い。当該地域の需要の中心となる価格帯は、土地で８００
～１，０００万円程度、新築戸建住宅で２，０００～３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

熊野不動産鑑定

山本　勇治郎



赤穂市塩屋字築田２６５７番８

戸建住宅地

小規模で開発された
区画整然とした一般
住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 10 90 30 戸建住宅地

-

１中専(60,200)

人口減少率、高齢化率は県平均を上回り、有効需要は減少してい
る。

特に大きな変動要因は見られない。一般的要因等を背景に、住宅
地需要は弱含みである。

個別的要因に変動はない。

敷地規模が小さく経済合理性を有する収益物件の建築を想定できないため、収益還元法の適用は断念した。市場においては
自用目的の取引が中心であり、需要者は価格水準を指標に取引の意思決定を行うことが一般的であることから、市場性を反
映した比準価格の説得力は高い。従って、標準地及び指定基準地との検討も踏まえ、単価と総額との関連に十分留意の上、
比準価格を以って鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅地域として熟成しており、今後も現況類似の状況で推移するものと予測する。また、地価は昭和後期に開発された
既成住宅団地に対する選好性の低下から、弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 47,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

46,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.0

+22.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅北西方
1.6km

ＪＲ播州赤穂
1.6km

(8)

西6.5m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

175

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

46,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

55,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.9％ ％

119.6 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

46,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+26.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

59,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

126.0 ］

98.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 26日 正常価格

令和 6年 7月 3日令和 6年 7月 1日

8,090,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 46,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね赤穂市及び周辺市町の住宅地域である。主な需要者は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者は
少ない。同一需給圏内においては、新規の住宅地供給のほか、既存住宅の処分も多く、限られた需要の下で稍供給過多の状
況にあり、特に郊外の既成住宅地域の需要は弱い。当該地域の需要の中心となる価格帯は、土地で８００万円前後、新築戸
建住宅で３，０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　伊原鑑定綜合事務所

伊原　岳人



赤穂市加里屋中洲２丁目１８番

低層住宅地

中規模の一般住宅が
多い住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 50 50 40 低層住宅地

-

１住居(60,200)

人口減少率、高齢化率は県平均を上回り、有効需要は減少してい
る。

特に大きな変動要因は見られない。一般的要因等を背景に、住宅
地需要は弱含みである。

個別的要因に変動はない。

投下資本に見合う収益を収受し得ないため、収益価格は比準価格に対して低位に試算され、また資料収集の限界等からその
信頼性は低い。比準価格は現実の市場で成立した取引価格に基づく実証的な価格であり、市場性を反映しており、信頼性は
高い。従って、比準価格を標準に、収益価格は参考に留め、代表標準地及び指定基準地との検討も踏まえ、単価と総額との
関連に十分留意の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

赤穂市の商業中心の背後に位置する利便性良好な住宅地域であるが、総じて画地規模が大きく、細分化が徐々に進むものと
予測する。また、総額が張ることから需要者は限られ、地価は弱含みで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 66,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

65,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-3.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅南東方
570m

ＪＲ播州赤穂
570m

(8)

北西5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

338

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.5  ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 330  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

65,700 円／㎡

27,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

62,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

94.0 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

65,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-6.0

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

59,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

88.2 ］

98.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 26日 正常価格

令和 6年 7月 3日令和 6年 7月 1日

22,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 65,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

53,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね赤穂市及び周辺市町の住宅地域である。主な需要者は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者は
少ない。同一需給圏内においては、土地区画整理事業等による住宅地供給のほか、既存住宅の処分も多く、限られた需要の
下で稍供給過多の状況にある。標準地の存する地域は利便性に優るものの、画地規模が大きく、需給は弱含みで、取引が少
なく中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　伊原鑑定綜合事務所

伊原　岳人



赤穂市三樋町３０番

戸建住宅地

一般住宅等が建ち並
ぶ区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 40 50 戸建住宅地

-

１中専(60,200)

市内の人口は減少傾向で高齢化率は県平均と比較して高い。市内
全体で住宅地の供給過剰感が強く、取引価格は下落傾向にある。

地域要因に格別の変動はないが、校区内の児童数の減少率が市平
均と比較してやや大きい。

個別的要因に変動はない。

当該基準地は後述する通り、敷地規模が小さく十分な規模の共同住宅建築を想定することが困難なため、収益還元法の適用
を断念した。近隣地域及び周辺地域においては自己使用目的が支配的であり、比準価格は類似性を有する圏内の住宅地の取
引価格に基づいて試算された実証的な価格であるため信頼性が高い。よって、地価公示代表標準地との検討も踏まえ、比準
価格を採用して鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｓ２

未利用地もあるが、戸建住宅地域としてほぼ熟成しているため、現状の居住性を維持するものと予測する。市内全域におけ
る少子高齢化の進展や宅地供給の過剰感により地価は下落基調が続くものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 59,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

59,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅西方
1.6km

ＪＲ播州赤穂
1.6km

(8)

北東6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

186

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

58,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

62,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.7％ ％

103.0 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 23日 正常価格

令和 6年 7月 3日令和 6年 7月 1日

10,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 58,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

47,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市及びその周辺市町の住宅地域である。需要者は圏内の居住者が中心で、圏外からの転入者は少ない。区
画整理エリアを中心に住宅地の新規供給が見受けられるが、供給過剰感が強いため圏内の住宅地需給は弱含みである。近隣
地域及び周辺地域において需要の中心となる価格帯は、土地で８００万円～１，２００万円程度、新築の戸建で２，５００
万円～３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社しらさぎ鑑定所

吉田　勉



赤穂市尾崎字東ノ町６４９番

戸建住宅地

在来の一般住宅が連
たんしている古くか
らの住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 40 40 40 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

人口減・高齢化率が県平均を上回るうえに他市町からの流入は少
ないので住宅需要は限られているが、処分による供給過多の状況
にある。

地域要因に格別の変動はない。市内中心部には比較的近いものの、
地縁性が強い在来地域として需要者が限定的のため住宅需要は弱
い。

本件基準地は南側接面であり標準的画地と比して日照等、居住の
快適性が優る。当該個別的要因に変動はない。

比準価格は要因比較にあたって評価主体の恣意性の介入を否定できない。ただし、現実に発生した複数の取引事例を基にし
ており、比準価格の妥当性を検証し得るものとして一定の規範性を有する。したがって、評価にあたっては後記「収益還元
法が適用できない場合その理由」のとおり収益価格は試算せず、本件標準地の市場特性を反映した比準価格のみ試算した。
鑑定評価額の決定に当たっては、指定基準地から検討した価格との均衡を踏まえ上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

在来の一般住宅を中心とする既成住宅地域であり、格別の変動要因はなく当分は現状維持と予測する。市中心部に比較的近
く需要者流入も期待されるが、地縁性がやや強いこともあり新規流入は相対的に弱いと判断する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅南東
2.1km

ＪＲ播州赤穂
2.1km

(8)

南6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

115

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

37,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.3％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

36,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

+59.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

59,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

162.2 ］

98.3［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 7月 1日 正常価格

令和 6年 7月 7日令和 6年 7月 1日

4,260,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 37,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

30,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は赤穂市のうち千種川以東に位置する住宅地域一円と判断する。同圏域は未だ狭小道路が多く、比較的小
規模住宅もやや密集していることもあり、需要者は住宅の購入総額を抑えたい圏内居住者のほか地縁的選好者による引き合
いが主で圏外からの転入は少ない。利便施設へのアクセスや地勢、画地条件等の良否により価格水準に個別性が認められる
が、土地は４００万円台半ば（１２０㎡程度）、新築戸建物件は２５００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

村本不動産鑑定士事務所

村本　健次



赤穂市折方字天神山１３１５番４０

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北90 60 30 20 戸建住宅地

-

「調区」(60,200)

人口減少率、高齢化率は県平均を上回り、有効需要は減少してい
る。

特に大きな変動要因は見られない。市街化調整区域のため需要者
は限定的であり、一般的要因等とも相俟って、需要は弱含みであ
る。

個別的要因に変動はない。

市街化調整区域に存し賃貸市場が未成熟のため、収益還元法の適用は断念した。市場においては自用目的の取引が中心であ
り、需要者は価格水準を指標に取引の意思決定を行うことが一般的であることから、市場性を反映した比準価格の説得力は
高い。従って、標準地との検討も踏まえ、単価と総額との関連に十分留意の上、比準価格を以って鑑定評価額を上記の通り
決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

未利用地が太陽光発電設備に転用され、住環境の悪化が懸念されるが、当面は現況類似の状況で推移するものと予測する。
また、既成住宅団地に対する選好性の低下等から、地価は下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 24,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

24,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+1.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ天和駅北方
1.3km

ＪＲ天和
1.3km

(8)

北5m市道

「調区」
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

168

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 19.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

24,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

27,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6％ ％

110.2 ］

99.1［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 26日 正常価格

令和 6年 7月 3日令和 6年 7月 1日

4,050,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 24,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね赤穂市及び周辺市町の住宅地域である。主な需要者は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者は
少ない。同一需給圏内においては、土地区画整理事業等の住宅地供給のほか、既存住宅の処分も多く、限られた需要の下で
稍供給過多の状況にあり、市街化調整区域の既存住宅地域の需要は限定的である。取引自体が少なく、取引当事者が地縁者
に限定された恩恵的な取引も介在し、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　伊原鑑定綜合事務所

伊原　岳人



赤穂市東浜町１３番

低層店舗住宅併用地

店舗、医院、一般住
宅等が混在する路線
商業地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 70 90 90 低層店舗住宅併用地

-

２中専(60,200)

市内の人口は減少傾向で高齢化率は県平均と比較して高い。直近
１年間において市内で目立った新規出店もないが、退店もない。

地域要因に格別の変動はなく、背後人口推移も安定的である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域や周辺類似地域では貸店舗等が見受けられるものの、土地の価格水準に見合うだけの賃料を徴収することが難しい
ため収益価格は相対的に信頼性が劣る。実際の取引事例から求められた比準価格は市場性を反映しており、十分な信頼性が
あるものと判断する。よって、比準価格を採用し、収益価格を参考に留めて、地価公示標準地及び指定基準地との検討を踏
まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

未利用地が見受けられるため、商業地域として徐々に成熟を深めていくものと予測する。また、背後人口推移が安定的であ
るため、地価は横這い傾向で推移するものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

55,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+11.0

+28.0

+4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅南東方
2.7km

ＪＲ播州赤穂
2.7km

(8)

西16m県道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １６ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

414

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

56,000 円／㎡

22,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

84,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

150.7 ］

99.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

56,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+8.0

+36.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

81,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

146.9 ］

100.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 23日 正常価格

令和 6年 7月 3日令和 6年 7月 1日

23,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 56,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

45,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は赤穂市及びその周辺市町の商業地域及び商住混在地域で、需要者は同一需給圏内に地縁性を有する個人事業者
や中小規模法人が大半である。圏内において駐車場を備えた大型店や沿道型店舗用地への需給は安定的であるが、商店街等、
旧来の店舗用地への需給は弱含みであり、立地による選別が進んでいる。圏内の商業地取引自体が少なく、取引規模等によ
り価格水準も様々であるため、取引の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社しらさぎ鑑定所

吉田　勉



赤穂市加里屋中洲１丁目２４番１外

低層店舗地

低層店舗が建ち並ぶ
中に住宅が残る商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 120 140 低層店舗地

-

１住居(60,200)

経営者の高齢化や後継者不足等を背景に新規の店舗展開は低調で
あるがドラッグストアなどの中型小売店需要は高まっている。

大型ディスカウントショップの出店により多少の盛り上がりは見
せたが、その影響は限定的である。

個別的要因に変動はない。

自用の不動産を主とする地域であり、収益性によって価格が形成される地域とは言い難い。賃貸市場は未成熟で、周辺店舗
等の賃貸事例は少ない。当該地域は自用目的の不動産取引が中心であるから、取引価格を指標に価格を決定することが一般
的であり、類似不動産の市場実態を反映した比準価格は説得力を有するものと判断した。よって比準価格を標準に、収益価
格は参考に留め、標準地との検討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

赤穂市にあっては繁華性が比較的高く、付近核店舗からの客足の流れも期待できる商業地域で、周辺市町における商業地需
要の高まりもあり地価は上昇に転じたが、上昇傾向が続くほどの期待感は薄い。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 81,800円／㎡

公示価格 82,200円／㎡

標準地番号 赤穂 2-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

81,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+3.0

-6.0

+4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅東方
630m

ＪＲ播州赤穂
630m

(8)

南東16m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

394

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.0  ｍ、　奥行　約 24.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

82,200 円／㎡

38,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

84,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5 0.0％ ％

102.7 ］

99.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 6日 正常価格

令和 6年 7月 3日令和 6年 7月 1日

32,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 82,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

66,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、赤穂市及びその近接市町の商業地域及び混在地域を含む圏域である。市内においての繁華性は比較的高く広
域的にチェーン展開する企業等も需要者として考えられるが、商圏は狭く、幹線道路沿い以外での需要者は地元の個人事業
者にやや限定される。商業用地としての不動産取引は少なく、規模や条件等も様々であるため中心となる価格帯は見出し難
い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

熊野不動産鑑定

山本　勇治郎



赤穂市加里屋字磯１１２０番１１９

中小工場地

中小規模の工場、倉
庫等が見られる工業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北140 220 150 170 中小工場地

-

工専(60,200)

ｅコマース拡大に伴う物流施設需要は引き続き旺盛で、また生産
拠点の国内回帰を反映してインフラが整った工場地需要は堅調で
ある。

中小工場や倉庫等を主とする生産環境を維持しており、全国的な
生産拠点の国内回帰の当地域に対する潜在的需要の顕在化が期待
される。

個別的要因に変動はない。

比準価格は要因比較にあたって評価主体の恣意性の介入を否定できない。ただし、現実に発生した複数の取引事例を基にし
ており、比準価格の妥当性を検証し得るものとして一定の規範性を有する。したがって、評価にあたっては後記「収益還元
法が適用できない場合その理由」のとおり収益価格は試算せず、本件標準地の市場特性を反映した比準価格のみ試算した。
鑑定評価額の決定に当たっては、付近標準地から検討した価格との均衡を踏まえ上記のとおり決定した。

［

［

工場兼事務所

中小規模工場や倉庫を中心とする工業地域として今後も現状維持と予測する。当地域の周辺では国内最大級の耐火物製造工
場が新設される等、生産拠点の国内回帰の動きは続いており、この状況は当分継続と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 23,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

23,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

赤穂 1

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-1.0

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播州赤穂駅南西
2km

ＪＲ播州赤穂
2km

(8)

北東14m市道

工専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

2,640

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

48.0  ｍ、　奥行　約 55.0  ｍ、　規模 2,600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

23,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

20,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.3％ ％

88.2 ］

100.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 7月 1日 正常価格

令和 6年 7月 7日令和 6年 7月 1日

62,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 23,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

19,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は西播磨地域に位置する工業地域一円と判断する。需要者の中心は製造業や物流業の関連事業所を求める
大手メーカー等である。全国的に生産拠点の国内回帰の動きがみられ、同圏域でも国内最大級の耐火物製造工場が新設され
る等需要は安定している。需要の中心価格帯は幹線道路・高速道路ＩＣへの接近性、インフラ整備状況、さらに規模等取引
自体に個別性が強く把握し難い面があるが、本件基準地と同程度の規模であれば６千万円強と目される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

赤穂（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

赤穂（県） －9

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

村本不動産鑑定士事務所

村本　健次


